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「指定通所介護」重要事項説明書 

 

事業者は、契約者に対して指定通所介護サービスを提供します。事業所の概要や提供されるサービ

スの内容、及び契約上注意いただきたいことを次の通り説明します。 

  なお、サービスの利用は、原則として「要介護」と認定された方が対象となりますが、要介護認定

をまだ受けていない方でもサービスの利用は可能です。 

 

１．事業者 

法 人 名 社会福祉法人 尾道さつき会 

法 人 所 在 地 広島県尾道市久保町１７８６番地 

電 話 番 号 ０８４８－３７－７２７２ 

代 表 者 氏 名 理事長  平石 朗 

設 立 年 月 昭和５７年７月９日 

 

２．事業所の概要 

（１）事業所の名称及び定員 

事 業 所 の 名 称 デイサービスしまの風 

事 業 所 の 所 在 地 広島県尾道市向島町５６１７番５ 

電 話 番 号 ０８４８－２０－６７３６ 

管 理 者 薄墨 邦明 

介護保険指定番号 広島県指定 第 3471101950 号 

開 設 年 月 日 平成２２年１０月１日 

利 用 定 員 ４２人 

（２）事業所の目的 

居宅において要介護状態にある高齢者に対し、適切な通所介護を提供することを目的としま

す。 

（３）事業所の運営方針 

要介護者等の心身の特性を踏まえて、有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができ

るよう、入浴、排せつ、食事等の介護その他日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、

契約者の心身機能の維持並びに家族の身体的及び精神的負担の軽減を図ります。 

（４）営業日及び営業時間 

営 業 日 
月曜日～土曜日   

※但し、１２月３１日～１月３日は休み 

営 業 時 間 ８：３０～１７：３０  

サービス提供時間 ９：３０～１５：３０ 

（５）通常の事業実施地域 

尾道市向島町、向東町 
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３．職員の配置状況 

（１）主な職員の配置状況     

管 理 者    １名（常勤兼務） 

介 護 職 員  １３名 (常勤３名 内３名は生活相談員と兼務、非常勤１０名) 

生活相談員   ３名 (常勤３名 内３名は介護職員と兼務) 

看 護 職 員    ３名（常勤１名、非常勤２名 内３名は機能訓練指導員と兼務） 

機能訓練指導員   ３名（常勤１名、非常勤２名 内３名は看護職員と兼務） 

※ 職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

（２）主な職種の勤務体制 

職    種 勤      務      体      制 

介 護 職 員  

標準的な時間帯における最低配置人員 

    ９：３０～１３：００   ７名 

   １３：００～１５：３０  ７名 

生活相談員 
標準的な時間帯における最低配置人員 

        ９：３０～１５：３０  １名 

看 護 職 員  
標準的な時間帯における最低配置人員 

         ９：３０～１５：３０  １名 

機能訓練指導員 
標準的な時間帯における最低配置人員 

         ９：３０～１５：３０  １名 

 

４．事業所が提供するサービスと利用料金 

（１）介護保険の基準サービス 

次のサービスについては、利用料のうち各契約者の負担割合に応じた額と食費を除いた額が

介護保険から給付されます。 

加算対象サービスについては、契約者ごとの選択制となります。利用するサービスの種類

や実施日、内容等については、居宅サービス計画に沿い、契約者と事業所で協議したうえ

で通所介護計画に定めます。 

① 日常生活上の援助 

  日常生活動作能力に応じて、必要な介助を行う。 

・ 排泄の介助 

・ 移動の介助 

・ その他必要な身体介護 

・ 養護（休養） 

  ② 健康状態の確認 

  ③ 機能訓練サービス 

    利用者が日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止する為の訓練並びに利用者の心身の活

性化を図る為の各種サービス（アクティビティ・サービス）を提供する。 

・ 日常生活動作に関する訓練 

・ レクリエーション（アクティビティ・サービス） 
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・ グループワーク 

・ 行事的活動 

・ 体操 

・ 趣味活動 

  ④ 送迎サービス 

    障害の程度、地理的条件等により送迎を必要とする利用者については専用車輌により送迎を

行う。また、必要に応じて送迎車輌への昇降及び移動の介助を行う。 

  ⑤ 入浴サービス 

    居宅における入浴が困難な利用者に対して、必要な入浴サービスを提供する。 

     入浴形態 

      ・一般浴槽による入浴 

     介助の種類（必要に応じて行う） 

      ・衣類の着脱 

      ・身体の清拭、洗髪、洗身 

      ・その他必要な介助 

  ⑥ 食事サービス 

・ 準備、後始末の介助 

・ 食事摂取の介助 

・ その他必要な食事の介助 

・ 調理 

  ⑦ 相談、助言に関すること 

    利用者及びその家族の日常生活における介護等に関する相談及び助言を行う。 

・ 日常生活動作に関する訓練の相談、助言 

・ 福祉用具の利用法の相談、助言 

・ 住宅改修に関する情報提供 

・ 家族介護者教室の開始 

・ その他必要な相談、助言 

サービス利用料金（１回当たり） 〔契約書第 6 条参照〕 

    別紙１の料金表によって、契約者の要介護度に応じたサービス料金から介護保険給付額を

除いた金額（利用料のうち各契約者の負担割合に応じた額）をお支払いください。（上記サー

ビスの料金は、契約者の要介護度に応じて異なります。） 

 

（２）介護保険の基準外サービス 

以下のサービスは、利用料金の全額が契約者の負担となります。 

項   目 料    金 備          考 

食 費 1 回あたり ６５０円 提供する食事の材料費・調理費相当額 
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通 常の 事業実施 

区 域外 への送迎 

通常の実地地域を越えた地

点から１km 毎２０円を加

算した額 

有料道路やフェリー等の代

金の実費の額 

通常の事業実施地域以外の地区にお住まいの

方の住居と事業所との間の送迎費用 

ﾚｸﾘｪｰｼｮﾝ、ｸﾗﾌﾞ活動 材料代等の実費 
希望により、ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝやｸﾗﾌﾞ活動に参加が可

能です。 

複 写 物 の 交 付 1 枚につき  １０円 
サービス提供についての記録閲覧できます

が、複写物を必要とする場合には有料です。 

日 常生 活上必要 

となる諸費用 
実費 

日常生活品の購入代金等、日常生活に要する

費用で個人使用のもの。 

・ ここに記載のない事項で契約者に負担していただくことが適当と認められる費用につ

いては、実費を負担していただきます。 

・ 経済状況の著しい変化やその他やむを得ない事由がある場合、料金を変更することがあ

りますが、その場合は事前に変更の内容について説明します。 

・ おむつは現物を必要枚数ご持参ください。なお、施設のおむつを使用した場合は、後日、

同等の現物を使用枚数分ご持参下さい。 

（３）利用料金の支払い方法 

前記（１）、（２）の料金や費用は、月毎の清算とし翌月１０日以降に請求致しますので、請

求月の末日までに次のいずれかの方法でお支払い下さい。入金が確認された後に、領収書を発

行してお渡しします。 

ア  自動引落 

  【ご利用できる金融機関】 

   ・ゆうちょ銀行、農協、中国銀行（引落日：毎月２５日） 

   ・広島銀行       （引落日：毎月月末） 

イ  口座振込（ゆうちょ銀行、農協、広島銀行） 

ウ  現金集金 

（４）利用の中止、変更、追加 

・利用予定日の前に、契約者の都合により、通所介護サービスの利用を中止又は変更、もしく

は新たなサービスの利用を追加することができます。この場合は、サービスの実施日の前日

までに事業者に申し出てください。 

・利用予定日の前日までに申し出がなく、当日になって利用の中止の申し出をされた場合は、 

取消料として下記の料金をお支払いいただくことがあります。ただし、契約者の体調不良等

正当な事由がある場合は、この限りではありません。 

 

利用予定日の前日までに申し出があった場合 無料 

利用予定日の前日までに申し出がなかった場合 
当日の利用料金の１０％ 

  （自己負担相当額） 

・サービス利用の変更や追加の申し出に対して、事業所の稼働状況により契約者が希望する期

間にサービスの提供ができない場合は、他の利用可能日時を契約者に提示して協議します。 
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５．事故発生時の対応 

事業所サービスの提供により事故が発生した場合には、契約者に対し応急処置、医療機関への

搬送等の措置を講じ、速やかに契約者の家族、市町及び居宅介護支援事業所に連絡するとともに、

原因を解明し、再発防止の対策を講じます。 

（１）賠償責任について 

① 介護保険サービスの提供に伴い、事業者の責に帰すべき事由によって、契約者が損害を被

った場合、事業者は契約者に対して損害を賠償するものとします。 

② 契約者の責に帰すべき事由によって事業者が損害を被った場合、契約者及び代理人は、連

帯して事業者に対し、その損害を賠償するものとします。 

（２）通院等について 

事業者の責任で発生した事故（疾病は除く）については、事業者の責任で通院しますが、入

院が必要となった場合の付添いは、事業者の責任外とします。 

 

６．秘密の保持 

・ 事業者、サービス従事者および従業員は、通所介護サービスを提供する上で知り得た契約者

又は家族等に関する事項を正当な理由なく第三者に漏洩しません。この守秘義務は、本契約が

終了した後も継続します。 

・ 事業者は、契約者に医療上、緊急の必要性がある場合には、医療機関等に契約者に関する心

身等の情報を提供できるものとします。 

・ 前２項にかかわらず、契約者に係る他の居宅介護支援事業者等との連携を図るなど正当な理

由がある場合には、契約者又は家族等の個人情報を用いることができるものとします。 

 

７．苦情の受付 

（１）事業所における苦情の受付 

事業所における苦情や相談は、以下の専用窓口で受け付けます。 

職    名 担  当  者 受 付 時 間 連  絡  先 

生活相談員 岡野明香 
毎週月曜日～金曜日 

９：００～１７：００ 

TEL 番号  

 0848－20－6736 

FAX 番号  

 0848－44－5705 

また、苦情受付ボックスを玄関に設置しています。 

 

（２）行政機関その他の苦情受付機関 

尾道市高齢者福祉課 

介護保険係 

所 在 地            尾道市久保一丁目 15 番 1 号 

電話番号・ＦＡＸ    0848－38－9440（37-7260） 

受 付 時 間            ８：３０～１７：１５ 

国民健康保険団体連合会 

所 在 地            広島市中区東白島町 19 番 49 号 

電話番号・ＦＡＸ    082－554－0783（511-9126） 

受 付 時 間            ８：３０～１７：１５ 

  ※土・日曜日、祝日は休み 
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（３）苦情解決の方法 

① 苦情の受付 

苦情は面接、電話、書面などにより苦情受付担当者が随時受け付けます。なお、第三者委

員に直接申し出ることも出来ます。 

第三者委員 役 職 電 話 

大深 俊明 元大学准教授 084-952-1963 

安藤 誠子 元市職員 0848-45-4245 

② 苦情受付の報告と確認 

苦情受付担当者が受け付けた苦情を苦情解決責任者と第三者委員（苦情申出人が第三者委

員への報告を拒否した場合を除く）に報告します。 

③ 苦情解決のための話し合い 

苦情解決責任者は、苦情申出人と誠意をもって話し合い、解決に努めます。その際、苦情

申出人は、第三者委員の助言や立会いを求めることが出来ます。 

なお、第三者委員の立会いによる話し合いは、次の通り行います。 

ア 第三者委員による苦情内容の確認 

イ 第三者委員による解決案の調整、助言 

ウ 話し合いの結果や改善事項等の確認 

（４）都道府県運営適正化委員会の紹介（介護保険事業は、国保連合会、市町村も紹介） 

 

事業者で解決できない苦情は、広島県社会福祉協議会に設置された運営適正化委員会に申し立て

ることが出来ます。 

 

【広島県社会福祉協議会連絡先】 

（住  所） 広島市南区比治山本町１２－２ 

（電話番号） （０８２）２５４－３４１９ 

（ファックス） （０８２）２５６－２２２８ 
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  年    月    日 

 

 指定通所介護サービスの内容について、本書面に基づき重要事項の説明を行いました。 

 

事 業 者  社会福祉法人 尾道さつき会 

       理 事 長  平石 朗 

 

事 業 所  デイサービスしまの風   

 

説明者 職   名  生活相談員  氏  名   岡野 明香   印 

 

私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受けました。 

 

契約者 

住   所                            

 

氏 名                        印 

 

代理人（選任した場合） 

住   所                            

 

氏 名                        印 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

※この重要事項説明書は、厚生省令第３７号（平成１１年３月３１日）第８条の規定に基づき、

利用申込者又は家族への重要事項説明のために作成したものです。 
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別紙 

指定通所介護 料金表 

（2022 年 10 月～） 

１ 基本報酬 

 
サービス 

提供時間 

要介護 

１ 

要介護 

２ 

要介護 

３ 

要介護 

４ 

要介護 

５ 

契約者の要介護度と

サービス利用料金 
６～７ｈ 5,810 円 6,860 円 7,920 円 8,970 円 10,030 円 

自己負担額 

（1 割） 
６～７ｈ 581 円 686 円 792 円 897 円 1,003 円 

自己負担額 

  （2 割） 
６～７ｈ 1,162 円 1,372 円 1,584 円 1,794 円 2,006 円 

自己負担額 

  （3 割） 
６～７ｈ 1,743 円 2,058 円 2,376 円 2,691 円 3,009 円 

 

１－② 基本報酬【サービス提供体制加算Ⅲ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 加算対象サービス料金                   

 

３ 介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算 

   上記合計金額に 5.9％相当の処遇改善加算及び 1.0％相当の特定処遇改善加算、1.1％相当の介護職

員等ベースアップ等支援加算が加わります。 

 

 
サービス提供体制加算Ⅲ 

（1 回につき） 

サービス利用料金 60 円 

 自己負担額（1 割） 6 円 

 自己負担額（2 割） 12 円 

 自己負担額（3 割） 18 円 

 
入浴介助 

(1 回につき) 

個別機能訓

練加算Ⅰ 

(1 回につき) 

個別機能訓

練加算Ⅱ 

(1 月につき) 

生活機能向上 

連携加算 

(1 月につき) 

科学的介護推

進体制加算 

(1 月につき) 

ADL 維持等

加算 

(1 月につき) 

サービス利用料金 550 円 850 円 200 円 1,000 円 400 円 30～600 円 

自己負担額（1 割） 55 円 85 円 20 円 100 円 40 円 3～60 円 

自己負担額（2 割） 110 円 170 円 40 円 200 円 80 円 6～120 円 

自己負担額（3 割） 165 円 255 円 60 円 300 円 120 円 9～180 円 
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４ 送迎を実施しなかった場合 

自ら通う場合や家族が送迎を行う場合などは、片道につき 47 円（自己負担額 1 割の場合）が減

額となります。 

 

５ その他 

○ 感染症又は災害の発生を理由とする利用者数の減少が一定以上生じている場合、減少した月の

翌々月から 3 月以内に限り所定単位数の 3％加算されます。 

○  契約者がまだ要介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金の全額をいったんお支払

いいただきます。要支援又は要介護の認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護保険から

払い戻されます。（これを償還払いと言います） 

○  居宅サービス計画が作成されていない場合も償還払いとなります。 

○  償還払いとなる場合は、事業者は契約者が保険給付の申請を行なうために必要となる事項を記

載した「サービス提供証明書」を交付します。 

○  契約者に提供する食事の材料に係る費用は別途徴収します。 

○  介護保険からの給付額に変更があった場合は、変更された額に合わせて、契約者の自己負担額

を変更します。 


